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Ⅰ．はじめに

注意欠如・多動性障害（attention deficit hyper-
active disorder; ADHD）、自閉症スペクトラム障
害（autism spectrum disorder; ASD）、 学 習 障 害

（learning disorder; LD）などの発達障害児・者に
対する治療・療育において、患者である子ども・成
人への治療介入だけではなく、その保護者・家族を
様々な視点から支援することも欠かせない。例えば、
メンタルヘルスを維持する要因として「レジリエン
ス」すなわち、「弾力性」や「跳ね返す力」を意味
する物理学用語に由来した概念が最近着目されてき
ている。このレジリエンス概念は、発達障害児・者
をもつ保護者支援においても重要な視点であると考
えられる。そこで、本稿では、保護者と子どもの関
係性の視点からレジリエンス研究を紹介しつつ、発
達障害領域におけるレジリエンスの概念をまとめ、
保護者支援におけるレジリエンスの意義について考
察する。

 
Ⅱ．保護者と子どもの関係

保護者の養育態度や行動が子どもの発達に影響を
与えることが様々な研究により指摘されている。例
えば、双生児をもつ母親の養育態度と子どもの行動
を検討した Tully et al.17）は、低出生体重児群では
5 歳時点の行動が、体重正常群（2500g 以上群）に
比べて ADHD 特性が高い傾向があることを見出し
た。さらに、児の出生体重が将来の ADHD 症状出
現に対して及ぼす影響は母親の養育態度の暖かさに

よって和らぐことも指摘した。また、出生時から学
童期まで追跡した縦断的なデータを分析すること
で、乳幼児期の母親の養育態度が学童期の子どもの
行動特性に影響を与えていることを明らかにした研
究 13）もある。その研究では、幼児期での母親の養
育態度が暖かいと学童期に至った子どもの向社会性
は増加することが判明している。

また一方、保護者の養育態度・行動も子どもの影
響を受けるものと考えられる。発達障害児の子ども
の行動上の問題は、保護者のストレスを高め、メン
タルヘルスを悪化させることが報告されているから
である 6）, 8）。また、子どもの外向的問題行動を主訴
として相談機関に受診・来談した保護者は、保育園、
幼稚園、小学校に通う子どもの保護者よりも不適切
な養育を行っていたという 9）。これらの知見は、子
どもの問題行動が顕著な場合には、保護者が子ども
を取り巻く問題に円滑に対処することができず、自
身のメンタルヘルスが悪化することや児に対して不
適切な養育を行ってしまうことがあることを示唆し
ている。

以上のように、①保護者の不適切な養育が子ども
の行動に悪い影響を与えることと、②子どもの問題
行動が保護者の養育に悪い影響を与えること、とい
う相互関係が想定され、発達障害児の養育において
は子どもと保護者の関係性が悪循環に陥ってしまう
可能性があると考えられる。

Ⅲ．レジリエンスについて

レジリエンスは、一般的に、メンタルヘルスを著
しく悪化させる状況や環境に関わらず、良好に適応
する過程として定義される。レジリエンスの要素に
は、自身の能力や性格だけではなく、家族や社会な
ど、周囲からの支援が含まれる。レジリエンスは、
当初、コホート研究の中で検討された概念である。
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精神疾患の発症リスクが高い状況においても良好に
適応した子どもはレジリエンスが高い者（resilient）
として調査され、レジリエンスの各々の要素が明ら
かになってきた5）, 12）, 20）。その後、レジリエンスは、パー
トナーとの死別や災害など、メンタルヘルスを著し
く悪化させる様々な要因に適用されてきている 2）, 3）。

このようにレジリエンスが様々な領域に適用され
てきたが、領域によってメンタルヘルスに影響を及
ぼす環境、状況、要因、または良好に適応した状態
が異なるため、すべての対象に適用可能な形でレジ
リエンスの要素を明らかにすることは不可能であろ
う 18）。一方、発達障害児・者の保護者においては、
レジリエンスの明確な定義が確立されておらず、定
義を模索しながらレジリエンスの要素が研究されて
いる状況である。

　
Ⅳ．レジリエンス概念の適用

前述したように、発達障害児・者をもつ保護者は、
子どもの行動特性からメンタルヘルスが悪化する傾
向があるため、レジリエンスを適用できる状況に置
かれていると考えられる。現在、発達障害児・者の
レジリエンスを扱っている研究として、Bayat1）と
鈴木ら 15）の研究があげられる。それぞれ異なるレ
ジリエンスの定義を用い、構成要素について調査し
ている。以下に、これら 2 つの研究で示されたレジ
リエンスの概要について簡潔にまとめていく。

Bayat1）は、ASD 児をもつ家族に対して、家族が
危機やストレスを乗り越える要素である家族レジリ
エンス（family resilience）19）を適用した。患者家
族への質問紙調査を行い、自由回答データをまとめ、
ASD 児をもつ家族レジリエンスとして以下のカテ
ゴリを抽出した。すなわち、「家族が団結すること」、

「困難な状況から前向きな意味づけを得ること」、「世
界観を変えること」、「強みを肯定し、障害の困難さ
を共有すること」、「宗教的な体験と信仰」の 5 つで
ある。

鈴木らの研究 15）では、発達障害児・者をもつ保
護者においてレジリエンスを適用するにあたり、文
献研究を行い 16）、“養育困難があるにも関わらず、
良好に適応する過程”として養育上のレジリエンス

（養育レジリエンス）を定義した。そして、ASD 児・
者をもつ母親における養育レジリエンスの構造を明
らかにするため、母親に半構造化面接調査を行い、

子育ての様子を聞き取り、逐語記録について質的に
分析した。その結果、「親意識」、「自己効力感」、「特
徴理解」、「社会的支援」、「見通し」の 5 つのカテゴ
リで構成される養育レジリエンスのモデルを示し
た。親意識は、子育てに取り組む姿勢に関連し、自
己効力感は、これまで行ってきた養育に対する自信
や達成感を表すものである。鈴木らの養育レジリエ
ンスモデルでは、子どもを取り巻く問題が生じた時
に、これら 2 つの要素（親意識、自己効力感）がキー
となり、母親の対処行動を促すものと想定している。
また、子どもの特徴を理解し、相談相手を得て専門
機関とのつながりなどの社会的な資源を把握し、今
後の見通しを持ちながら、適切に対処する方法を母
親自身が導き出していると仮定している。

両研究においては研究対象がそれぞれ家族 1）、母
親 15）, 16）というように異なっているものの、子ども
に対する養育態度や子どもの捉え方が保護者レジリ
エンスに含まれるものと考えられる。また、「家族
が団結すること」や「社会的支援」のように、養育
者が一人で対応を考えるのではなく、子どもに関わ
る者たちが協力できる体制があることもレジリエン
スを高める構成要素のひとつと想定される。両研究
とも、質的分析に基づいたレジリエンスの仮説であ
るため、今後は、実践的な検証や定量的な解析によ
る検証が必要となると考えられる。

　
Ⅴ．レジリエンスの意義

先行研究においては、レジリエンスという用語が
使用されていないものの、養育や子どもの捉え方や
社会的支援によって保護者の抑うつやストレスが軽
減されることが示唆されてきた。例えば、養育に対
して肯定的な感情を抱く保護者もおり、その肯定的
な感情が養育困難に良好に適応する要因となること
が報告されている 7）。また、子どもの多動・衝動性
が高いほど母親の抑うつ傾向が高まる関係がある
が、母親役割を肯定的に受容している母親では、子
どもの多動・衝動性が抑うつ傾向に及ぼす影響がみ
られないという指摘もされている 14）。自閉症児を
もつ保護者において、社会的支援の不足が抑うつや
ストレスの増大に影響することが示されている 4）。
このようにレジリエンスの構成要素は、保護者のメ
ンタルヘルスの維持につながるため、保護者のレジ
リエンスの向上が子どもと保護者との関係性の悪化
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を解決するための手がかりとなることが期待され
る。レジリエンスとして統合的にその効果が検討さ
れていないので、今後、更なる検討が行われること
で、保護者支援における有益な情報が得られていく
ものと期待される。

レジリエンスは、保護者が行っている対応方法を
直接的に表しているのではなく、発達障害児・者に
関わる様々な問題に良好に適応するための要素であ
る。そのため、発達に伴う子どもの変化によって大
きく変わるものではない。一方、子どもの発達に伴
い、保護者に要請される対応も変わっていく（例え
ば、乳幼児期の子どもに対して適切とされる養育を
青年期の子どもに行った場合、不適切とみなされる
こともあろう）。支援者が保護者の現在の対応方法
に着目することは必要であるが、それに加え、レジ
リエンスを踏まえた長期的な視野をもつことも重要
になると想定される。

発達障害児・者をもつ保護者を対象とした研究や
実践では、「障害受容」についても注目されてきた。

「ショック」、「否認」、「悲しみと怒り」、「適応」、「再起」
など、段階的に障害受容が経過することも仮定され
るが、障害受容後に子どもの障害を認めたくない気
持ちや、障害に対する負の感情が再燃する慢性的悲
哀が考慮されることもある 10）, 11）。慢性的悲哀は養
育困難に適応するための自然な反応であることが多
いので、保護者の慢性的悲哀を悪い症状として捉え
て過剰に適応を促すべきではないとする意見もある
11）。レジリエンスは、保護者を障害受容とは異なる
側面から捉えることができるので、支援者の慎重な
判断につながることが期待される 15）。

レジリエンスは、発達障害児・者をもつ保護者支
援において重要な視点となり得るものであるが、レ
ジリエンスに含まれる要素が発達障害児・者をも
つ保護者支援で考えられていなかったということは
なく、要素の多くは支援者が考慮しているものであ
ると推察される。レジリエンスという枠組みの中で
様々な要素を総合的に検討することで、治療・療育
法を裏付ける基礎的な知見に発展する可能性が予測
される。最近、発達障害領域の支援者としてペアレ
ントメンターが注目されている。メンターを養成す
るという取り組みにとっても、支援の多様な要素と
して捉えるよりもレジリエンスとして総合的に捉え
た方が理解しやすいとも考えられる。

Ⅵ．まとめ

本稿では、発達障害児・者をもつ保護者と子ども
の関係性を考察し、保護者の不適切な養育が子ども
の行動に悪い影響を及ぼしうること、子どもの問題
行動は保護者の養育を悪化させること、という悪循
環の相互作用による悪循環を指摘した。また、発達
障害児・者をもつ保護者のレジリエンス要素として、
養育や子どもに対する捉え方や社会的支援があると
考えられた。先行研究から、保護者と子どもとの間
の悪循環を断ち切る要因として、レジリエンスが重
要な視点になり得ることが予測された。発達障害児・
者をもつ保護者のレジリエンスに関する研究的知見
はまだまだ不足しており、今後、レジリエンスの構
成要素の更なる検討や、メンタルヘルスまたは養育
態度との関係の調査研究を発展して実施する必要性
があるものと考えられた。
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